
９.高齢者が関わる事故、事件の防止について 

 

高齢者が関連する交通事故の割合は増加傾向で

あり、2023年福岡県の死者数１０３人の内高齢者６

２人、割合は６０．２％となっています。２０２４年に入

っても、１月３１日現在ですでに死者１３人内高齢者

は７人です。 

一方ニセ電話詐欺の被害も深刻です。２０２３年１月から１２月において被害額

１３億３千万円（前年同期比＋４億８百万円）認知件数５７６件（前年同期比＋２０８

件）と被害額、件数とも大きく増加しています。2023年では被害者の64％が６

５歳以上の高齢者です。 

交通事故においては高齢者自身が事故を起こすケースもあり、運転者・歩行者

両面からの取組が必要です。 

交通事故とニセ電話詐欺について、要因分析について警察本部長へ、併せて防

止対策について、知事並びに警察本部長に伺います。 

近年の免許返納状況についてお示し頂くと共に対応状況について、警察本部

長に伺います。 

私の地元である小倉北警察署では、昨年から行政と連携をし、署員の方が、地

域の民生委員等日頃から地域をよく知る人と同行し、高齢者宅を計画的に訪問

 



しているとのことです。目に見える効果はこれからと考えますが、民生委員等の

方も警察官との同行訪問で、安心感が生まれ、交通事故や詐欺への声掛けなど、

大変効果的との受け止めのようです。また、警察署としては個人情報がないため、

単独でピンポイントの訪問が難しく、訪問される高齢者は地域の方と警察官が訪

問することで、身近な情報や防犯などの情報が同時に得られるなど、大変好評の

ようです。また、顔が見える間柄となることにより、困ったことなどがあった場合、

相談しやすくなるなどの効果も期待できます。大変地道ではありますが、効果的

な取組みと思います。他の地域でも取組んでおられるところもあろうかと思いま

す。  

最近の電話詐欺の手法は巧妙化し、ネット上で完結するなど他人の目の届かな

いところで詐欺が行われています。法的整備や技術的な対策も、追いついていな

いのが現状です。対面で注意を促すことは、特に高齢者にとって大変効果的と考

えます。多様な対策を講じると同時に、このような直接働きかける取組みも必要

です。是非、福岡県警として全県で取組んで頂きたいと考えますが、警察本部長

の見解を求めます。 

 

【服部知事の答弁】 

①交通事故及びニセ電話許欺被害の防止対策について  

高齢者の交通事故を防止するためには、年齢を重ねるごとに反射神経などの身体機能が衰



え、交通事故につながるリスクが高まることを理解した上で車の運転など日常生活を送って

いただくことが重要です。このため、雨天や夜間の運転、長距離の運転に不安がある場合は

運転を控えることや、あわてて道路を横断すると大変危険であることなどを、イラストで分

かりやすく示したチラシを作成し、市町村や指定自動車学校、老人クラブ連合会等を通じて

周知しています。今年１月には、昨年末からの高齢者の死亡事故の多発傾向が収まらないこ

とを踏まえ、改めて運転時や歩行中の事故防止のポイントを新聞に掲載し、緊急の注意喚起

を行ったところです。 

また、包括協定を締結している自動車販売店グループ等と連携し、安全運転サポート車の

機能を体験するイベントや、運転レベル診断等を行うセミナーを開催しサポート車の普及を

図っています。 

次に、ニセ電話許欺被害の防止対策についてです。 

県内の被害者のうち高齢者が、最近５年間の平均で全体の７３％占めています。県では、

地域の見守り活動の担い手である「見守りネットふくおか」の参画事業者と連携し、啓発チ

ラシを高齢者宅に配布しています。昨年度からは、高齢者を直接見守るケアマネージャー、

民生委員などを対象に、弁護士や消費生活相談員等の専門家が被害に気付くポイントなどを

出前講座で伝え、被害の未然防止と早期発見に取り組んでいます。 

また、県警察と連携し、実際の犯行を再現した動画を県ホームページで配信するほか、新

聞、県広報紙や広報番組を活用し、誰でも被害に遭う可能性があることを高齢者をはじめ、

広く県民に訴えているところです。 



さらに、市町村担当課長会議を開催し被害の現状や市町村の取組事例を共有することで、

市町村における施策の充実を図っています。 

引き続き、県警察や市町村、関係団体等と連携し、高齢者はもとより県民の皆様が交通事

故や二セ電話許欺被害に遭わないよう、安全で安心な福岡県の実現に向け取り組んでまいり

ます。 

【岩下警察本部長の答弁】 

②交通事故と二セ電話詐欺の要因分析及び対策について 

まず、交通事故情勢ですが、昨年は、発生件数、死者数ともに増加し、特にご指摘の高齢

者が関連する交通事故については、全体の死者数の 6割が高齢者であり、その半数以上が、

歩行中に車両からはねられたもので、中でも道路横断中が多数を占めています。 

また、高齢者が亡くなられた事故の約 9割が、いわゆる幹線道路で発生し、時間帯別では、

年後 6時から午後 10時の間に多発しています。加えて、全体の約 4割を占める高齢ドライ

バーによる死亡事故については、その原因の約 6割が、安全不確認による発見の遅れとなっ

ています。 

県警察としては、こうした状況を踏まえ、多発時間帯を中心とした幹線道路での交通違反

取締りを強化しているほか、高齢者に反射材や明るい服装の着用を促すなど、歩行中に事故

に遭わないための広報啓発活動を推進しています。また、高齢ドライバーに対しては、自ら

の身体機能の変化を自覚していただくため、参加・体験・実践型の交通安全教室の開催や、

交通事故をくり返す高齢ドライバーに対する個別面談などにより、安全運転意識の醸成を図



っています。 

次に、昨年の二セ電話許欺については、認知件数、被害額ともに増加し、特に被害者に占

める高齢者の割合は、全体の 6割を超えています。増加の要因は、様々な要素が考えられる

が、犯行グループが社会情勢等に応じて、だましの手口を巧妙化させ、組織的かつ広域的に

犯行を繰り返していることがその一因であると認識しています。 

県警察としては、こうした状況を踏まえ、被害に遭わないための広報啓発活動、金融機関

やコンビニエンスストア等と連携した被害を阻止する対策、通信事業者と連携した電話機対

策などに取り組んでいます。 

特に、高齢者の被害の多くは固定電話が入口であることから、固定電話の防犯機能を高め

るサービスの普及を促進するなど、電話機対策を強化しているところです。また、取締りに

ついては、本年 4月 1日、暴力団対策部に約 100人体制の「組織犯罪捜査課」を立ち上げ、

ニセ電話許欺事件等への捜査体制を強化することとしています。 

なお、同課に「連合捜査係」を設置し、広域的に行われるニセ電話許欺に対しても、全国

警察と連携し、的確に対応していくこととしています。 

③近年の免許返納状況について 

県内における近年の運転免許の返納状況については、令和元年の約 2万件をピークに減少

傾向で推移し、昨年は約 1万 5, 000件となっており、そのほとんどを高齢者が占めていま

す。県警察においては、高齢者やそのご家族などから、運転に不安を感じているといった相

談を受けた場合には、高齢者本人の意思を尊重した丁寧な対応に努めるほか、返納後の移動



手段の支援に向け、自治体に対して必要な働きかけを行っているところです。 

④高齢者が関わる事故及び事件の防止に向けた取組について 

交通事故やニセ電話許欺被害を防止するためには、交通指導取締りや検挙活動と並行して、

当事者となり得る高齢者に寄り添った取組が重要であると考えています。このため、県警察

では、高齢者を対象とした巡回連絡や交通安全教育・防犯講話などの各種活動を通じて、警

察官が直接、必要な注意喚起やアドバイスを行うほか、高齢者と接する機会の多い民生委員

や地域の高齢者コミュニティと連携した広報啓発活動を推進しているところです。 

県警察としては、今後も、関係機関・団体と相互に連携し、高齢者が事故や犯罪に遭わな

いための各種取組を強力に推進してまいります。 


